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（百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績 （％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期 69,245 7.5 4,758 13.5 5,108 16.8 3,696 19.1

2025年３月期 64,438 10.7 4,191 15.5 4,373 13.2 3,102 13.8

（注）  包括利益 2026年３月期 6,415百万円（89.7％） 2025年３月期 3,382百万円 （△2.7％）

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2026年３月期 106.79 106.01 13.1 10.0 6.9

2025年３月期 89.98 89.11 12.5 9.6 6.5

（参考）　持分法投資損益 2026年３月期 -百万円 2025年３月期 -百万円

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年３月期 53,142 30,940 57.6 883.78

2025年３月期 48,568 26,124 53.1 746.33

（参考）  自己資本 2026年３月期 30,631百万円 2025年３月期 25,806百万円

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2026年３月期 2,757 △1,541 △2,075 7,296

2025年３月期 4,961 △3,470 378 8,141

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
（連結）

純資産
配当率

（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2025年３月期 － 20.00 － 25.00 45.00 1,554 50.0 6.3

2026年３月期 － 23.00 － 31.00 54.00 1,871 50.6 6.6

2027年３月期(予想) － 28.50 － 28.50 57.00 50.7

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 74,000 6.9 5,300 11.4 5,600 9.6 3,900 5.5 112.52

１．2026年３月期の連結業績（2025年４月１日～2026年３月31日）

（２）連結財政状態

（３）連結キャッシュ・フローの状況

２．配当の状況

３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

（注）  当社は、業績管理を年次で行っているため、第２四半期（累計）の業績予想は行っておりません。



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2026年３月期 35,784,000株 2025年３月期 35,784,000株

②  期末自己株式数 2026年３月期 1,123,748株 2025年３月期 1,206,748株

③  期中平均株式数 2026年３月期 34,618,231株 2025年３月期 34,480,657株

（１）個別経営成績 （％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期 47,779 5.9 3,034 15.4 3,911 25.6 3,043 28.0

2025年３月期 45,110 12.9 2,629 5.9 3,115 6.2 2,377 8.0

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2026年３月期 87.91 87.27

2025年３月期 68.96 68.29

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年３月期 39,842 23,914 59.8 686.95

2025年３月期 36,511 20,015 54.5 575.43

（参考）  自己資本 2026年３月期 23,810百万円 2025年３月期 19,896百万円

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 51,000 6.7 3,400 12.0 4,300 9.9 3,200 5.1 92.32

※  注記事項

（１）期中における連結範囲の重要な変更： 無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更         ： 無

②  ①以外の会計方針の変更                       ： 無

③  会計上の見積りの変更                         ： 無

④  修正再表示                                   ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

（参考）個別業績の概要

１．2026年３月期の個別業績（2025年４月１日～2026年３月31日）

（２）個別財政状態

２．2027年３月期の個別業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

（注）  当社は、業績管理を年次で行っているため、第２四半期（累計）の業績予想は行っておりません。

※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意

事項等については、添付資料Ｐ．４「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。

（決算説明会内容の入手方法）

当社は、2026年６月４日にアナリスト向けの決算説明会を開催する予定です。当日使用する決算説明会資料について

は、開催後速やかに当社ウェブサイトに掲載する予定です。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、一部に弱い動きがみられるものの、緩やかに回復しております。設備

投資は、高水準の企業収益を背景に底堅く推移しております。一方で、米国の通商政策をめぐる動向や中東情勢

などにより、先行きが不透明な状況となっております。

このような経済環境の中、ビルメンテナンス業界においては、省エネや省コストに加え、病院での手術室の無

菌化や院内感染の防止、製薬工場や再生医療研究所等でのバリデーションサポートといった高度な技術力に対し

関心が高い状況です。

当社グループにおいては、サービスを提供する現場でのお客様との接点を最重要視し、当社のノウハウを活か

した「設備及び環境診断・評価」「ソリューション提案（省エネ・省コスト提案、環境改善提案）」を通じてお

客様の潜在ニーズの掘り起こしに努め、お客様の事業活動におけるサステナビリティに寄与すべく、新規物件の

獲得や既存契約の維持に取り組んでまいりました。

この結果、当連結会計年度の売上高は69,245百万円（前連結会計年度比7.5％増）、営業利益は4,758百万円

（同13.5％増）、経常利益は5,108百万円（同16.8％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は3,696百万円（同

19.1％増）となりました。

なお、当社グループは、建物設備のライフサイクルに合わせて、メンテナンスサービスとリニューアル工事と

を一体化した事業活動を展開しており、当該事業以外の事業について重要性が乏しいことから、報告セグメント

を単一としております。

（２）当期の財政状態の概況

（資産）

当連結会計年度末における流動資産は28,840百万円となり、前連結会計年度末に比べ177百万円増加しまし

た。これは主に完成工事未収入金が1,338百万円、未成工事支出金が267百万円それぞれ増加し、現金及び預金が

800百万円、受取手形が395百万円、電子記録債権が219百万円それぞれ減少したことなどによります。固定資産

は24,301百万円となり、前連結会計年度末に比べ4,396百万円増加しました。これは主に投資有価証券が3,872百

万円、建物（純額）が772百万円それぞれ増加したことなどによります。

この結果、総資産は53,142百万円となり、前連結会計年度末に比べ4,574百万円増加（9.4％増加）しました。

（負債）

当連結会計年度末における流動負債は15,913百万円となり、前連結会計年度末に比べ783百万円減少しまし

た。これは主に電子記録債務が1,190百万円、未払金が319百万円それぞれ減少し、未払費用が629百万円増加し

たことなどによります。固定負債は6,287百万円となり、前連結会計年度末に比べ540百万円増加しました。これ

は主に繰延税金負債が960百万円増加し、長期借入金が359百万円減少したことなどによります。

この結果、負債合計は22,201百万円となり、前連結会計年度末に比べ242百万円減少（1.1％減少）しました。

（純資産）

当連結会計年度末における純資産合計は30,940百万円となり、前連結会計年度末に比べ4,816百万円増加

（18.4％増加）しました。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は7,296百万円となり、前連結会計年

度末より845百万円減少しました。

当連結会計年度に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、2,757百万円の資金の増加となり、前連結会計

年度に比べて2,203百万円の資金の減少となりました。これは主に、仕入債務の減少額が1,488百万円（前連結会

計年度は1,245百万円の増加）となり資金が減少した一方で、税金等調整前当期純利益が5,129百万円と前連結会

計年度に比べて768百万円増加したことなどによります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、1,541百万円の資金の減少となり、前連結会計

年度と比べて1,929百万円の資金の増加となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出が1,434百万

円と前連結会計年度に比べて1,882百万円減少したことなどによります。
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2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期 2026年３月期

自己資本比率（％） 57.2 56.8 55.5 53.1 57.6

時価ベースの

自己資本比率（％）
77.5 65.8 75.0 70.8 96.3

キャッシュ・フロー対

有利子負債比率（年）
0.5 1.1 0.7 0.7 1.2

インタレスト・

カバレッジ・レシオ（倍）
219.4 101.2 272.5 181.8 82.5

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、2,075百万円の資金の減少（前連結会計年度は

378百万円の資金の増加）となりました。これは主に、長期借入れによる収入が310百万円と前連結会計年度に比

べて2,490百万円減少したことなどによります。

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注）１　いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

２　株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により計算しております。

３　キャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。

４　有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を

対象としております。
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（４）今後の見通し

今後の見通しにつきましては、不安定な国際情勢や物価上昇等が続き、依然として先行き不透明な状況で推移

するものと予想しております。

当社グループの中核事業である建物設備メンテナンスは、外部要因の変動に需要が左右されにくい面はあるも

のの、その重要な補完的役割を担う建物設備工事につきましては、お客様の設備投資計画に一定程度依存してお

ります。設備投資の不確実性や、サプライチェーンの混乱は依然として懸念され、当社グループの事業活動に影

響を及ぼす可能性があります。

足元の事業環境につきましては、経済情勢の様々な制約を受けるものの、国内外ともに環境保全に関心が高ま

っている昨今におきましては、省エネや省コスト等に関する顕在及び潜在ニーズの高い状況が継続していると考

えられます。また、2024年・2025年・2026年３月期に続き、2026年５月13日付「給与水準の引き上げに関するお

知らせ」にて公表のとおり、当社は2026年４月に全正社員を対象として、平均5.2％（定期昇給及び役職手当等改

定含む）の給与水準の引き上げを実施しております。給与水準の引き上げは人件費の増加に繋がりますが、当社

最大の財産である従業員に対する重要な人的資本投資であると考えております。本施策を実施することで、従業

員のエンゲージメントが高まり、モチベーションの維持・向上による人的資本の価値向上が実現され、お客様へ

の更なる高品質サービスの提供、ひいては社会全体の価値向上に繋がるものと考えております。

このような経営環境の中、当社グループは、「お客様に安心感を与える最適な環境を維持するために、技術力

と人的資源を結集させ、高品質サービスを提供する」という経営理念に基づき、お客様との接点を最重要視し、

ニーズを見極めた上での「設備及び環境診断・評価」「ソリューション提案（省エネ・省コスト提案、環境改善

提案）」に注力することで、建物設備メンテナンス及び建物設備工事の受注拡大を図ってまいります。

その要となる「人的資本の価値向上」の加速を目的とした技術・研修センターが2024年11月に竣工し、2025年

４月より本格稼働を開始いたしました。現在、当社グループは全国に営業展開を実施しており、地域毎の顧客特

性や取り扱う機器等、戦略変数が多岐にわたりますが、当該センターでは、クリーンルーム・機械室等のメンテ

ナンス現場を再現した研修設備を備えているため、より実際の現場に近い環境で技術力を養うことができます。

新入社員向けの研修だけでなく、既存社員向けに環境分析や設備能力診断といった当社グループの付加価値向

上に繋がる研修も開催しており、今後も従業員一人ひとりの総合的なスキルアップを図る戦略拠点として活用し

てまいります。多くのお客様に、より一層の高品質サービスをご提供できるよう、引き続き人的資本の価値向上

に取り組んでまいります。

また、当社グループの付加価値創出力を更に向上させるため、太陽光発電事業による製造工場等へのアプロー

チ強化、バリデーションサポートによる医薬品製造施設等への深耕開拓、新たな空間除染手法による医薬・医療

施設等への新規開拓、海外展開の拡大と強化を加速させることで、お客様の事業活動におけるサステナビリティ

に寄与し、更なる社会的価値の創造を進めてまいります。

以上の取り組みを推進することにより、2027年３月期の連結業績予想は、売上高74,000百万円（前連結会計年

度比6.9％増）、営業利益5,300百万円（同11.4％増）、経常利益5,600百万円（同9.6％増）、親会社株主に帰属

する当期純利益3,900百万円（同5.5％増）としております。

なお、今後の見通しにつきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び合理的であると判断す

る一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。今後の業況変化等により、業績予想の修正が必要

になった場合は、速やかにお知らせいたします。

（５）継続企業の前提に関する重要事象等

該当事項はありません。
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２．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

当社グループは、「お客様の事業活動のサステナビリティに寄与し、社会全体の価値向上を図る」ことがパー

パス（存在意義）であると認識しており、「サステナブルな全てのステークホルダーの幸せ向上」を長期ビジョ

ン（ありたい姿）としています。

その長期ビジョンを実現させるために、経営理念である「お客様に安心感を与える最適な環境を維持するため

に、技術力と人的資源を結集させ、高品質サービスを提供する」をミッション（果たすべき使命）とした事業活

動を展開することで、社会的価値の創造に努めております。

そして、その結果として経済的価値が創造されるという考えを経営の基本方針としております。

〈目的〉

サステナブルな全てのステークホルダーの幸せ向上

▼

〈手段〉

社会的価値創造

▼

〈結果〉

経済的価値創造

（２）目標とする経営指標

当社グループは、長期ビジョン達成に向けた企業価値の拡大に資する成長戦略（本業の競争優位性の強化）に

最大限注力してまいります。良質なサービスを適正な価格で提供できる人的資本の価値向上を加速させ、本業に

よる持続的な成長を実現することで、結果として資本生産性及び全てのステークホルダーへの還元も拡充できる

ものと考えております。

このような認識のもと、当社は、2025年３月期を初年度とする「2024中期５ヵ年経営計画」を策定し遂行して

まいりましたが、２年目にあたる2026年３月期において数値目標の一部が達成されたことから、その内容を見直

すとともに、2030年３月期を最終年度に加えた「2026中期４ヵ年経営計画」を新たに策定いたしました。

本計画におきましては、本業による持続的な成長を確認する指標として、売上高の持続的な成長を前提とした

営業利益率８％程度の実現を目標としております。また、資本効率を意識した経営の指標として、投資家との対

話等から想定される８％程度の株主資本コストを大幅に上回る15％のＲＯＥの実現を目標とし、利益を追求した

結果としての持続的な正のエクイティ・スプレッドの創出に努めてまいります。

（３）利益配分に関する基本方針

当社グループは、本業の持続的な成長による利益拡大を前提とした、株主の皆様に対する利益還元を重視して

おります。また、安定的な利益還元を重要な経営課題のひとつと認識しており、経営基盤の強化に向けた内部留

保の充実を勘案しつつ、利益配分を決定することとしております。

前述の認識に基づき、株主の皆様への安定した利益還元の実現を目的として、累進的な配当を実施してまいり

ます。それと同時に、連結配当性向を50％とする基本方針を継続し、ＲＯＥ15％の目標と併せることで、ＤＯＥ

7.5％を目標とした株主の皆様への持続的な利益還元を実現させてまいります。

また、企業価値の拡大に資する成長投資の機会を模索しつつも、正のエクイティ・スプレッドの拡大に寄与す

る投資機会が見込めない場合には、経営基盤の安定性を損なわないレベル（自己資本比率50～60％程度）におい

て、自己株式取得等による資本構成の適正化に努めます。

なお、株主還元を広義の従業員への還元と位置付け、従業員がその恩恵を最大限に享受できる仕組みとして機

能する従業員持株会への加入促進を図り、エンゲージメントの更なる向上、人的資本の価値向上の加速、企業価

値の拡大という好循環を目指してまいります。

（４）中長期的な会社の経営戦略、会社の対処すべき課題

当社グループは、パーパスである「お客様の事業活動のサステナビリティに寄与し、社会全体の価値向上を図

る」について、「いき、続けるために。」という言葉で表現しております。この「いき」には「息」「生き」

「活き」等の意味が含まれております。建物設備メンテナンスを通じて、お客様の施設の安定稼働と省エネの両

立による施設運営最適化を実現させることで、人々の「生きる（活きる）」を支えるという「目指すべき方向」

を堅持し、企業価値の拡大を推進してまいります。その源泉となる人的資本の価値向上こそが最重要経営戦略で

あり、従業員への還元拡充とパフォーマンスの継続的改善という好循環を加速させることで、「サステナブルな

全てのステークホルダーの幸せ向上」の実現を目指します。
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経営戦略の遂行においては、以下に掲げる「対処すべき課題」に取り組むとともに、その目的と手段を間違え

ることなく、企業価値の拡大に資する成長戦略（本業の競争優位性の強化）に注力し、中長期的な視点の経営を

行うためのコーポレート・ガバナンスの充実を進めてまいります。また、「何事にも誠実であることを基本姿勢

とし、よりよい結果を目指す努力を惜しまず、あらゆるステークホルダーと納得いくまで対話を行い、最後まで

成し遂げる信念をもって実現させる」という当社グループが正しいと考えるあり方をもとに、フェアにやるとい

う企業風土の醸成を一層推進するためのコンプライアンスを充実させてまいります。

これらの取り組みを中心として、本業の競争優位性を高めるために「やるべきことをやる。」ことで、業界に

おけるポジションを一層高め、「建物設備メンテナンス業界のリーダー」として、企業価値拡大に資する当社グ

ループ独自のビジネスモデルの構築を進めてまいります。

＜2026中期４ヵ年経営計画における対処すべき課題＞

①　人的資本の強化：エンゲージメントとリクルーティングの拡充による人的資本の強化

ａ　本業の競争優位性の強化を示す営業利益率の継続的な改善を前提とした、最重要ステークホルダーである

従業員に対する処遇の改善

ＫＰＩ：継続的な営業利益率の改善を前提とした平均５％程度の給与水準の引き上げの実現

※給与水準：全正社員を対象とした定期昇給を含む数値。

ｂ　最大の財産である従業員のパフォーマンスを最大化させるエンゲージメントの向上

ＫＰＩ：エンゲージメントスコア75pt以上の実現

※エンゲージメントスコア：エンゲージメント（組織や仕事に対し貢献意識を持ち、主体的に参加してい

るか）の計測を目的とした数値。

ｃ　企業価値を生み出す源泉となる従業員数の増加

ＫＰＩ：従業員純増数+100名／年の実現

ｄ　企業価値拡大の加速に不可欠な女性社員数の増加

ＫＰＩ：正社員における女性社員比率17％の実現

②　総合技術力の再構築：現場対応能力、管理能力、提案能力、交渉能力、事務処理能力等、総合的な技術力の

再構築

ａ　本業である年間契約、スポット契約、リニューアル工事の売上総利益率の改善

ＫＰＩ：売上総利益率（年間契約+0.5％pt／年、スポット契約+1.0％pt／年、

リニューアル工事+1.0％pt／年）の改善

ｂ　高品質サービスの中核となる従業員の技術力を向上させるためのコア技術力指数の向上

ＫＰＩ：コア技術力指数ＣＡＧＲ３％以上の実現

※コア技術力指数：中長期的に本業を成長させる上で重要な位置付けとなる公的資格にて算出（技術系公

的資格取得数×資格点数÷技術系従業員数）する数値。

ｃ　特殊な環境を有する施設を中心とした、事業活動のサステナビリティ向上（環境改善や省エネ等による）

を目指すお客様への傾注

ＫＰＩ：特殊な環境を有する施設と一般的な施設の売上高比率７：３程度の維持

※特殊な環境を有する施設：「病院及び研究施設」「製造工場等」「その他の特殊な施設」を指す。

ｄ　将来の収益基盤としての役割を担う海外事業の拡充

ＫＰＩ：海外売上高45億円、海外営業利益2.25億円の実現

※海外売上高及び海外営業利益：単純合算数値。

③　資本政策の策定と実行：企業価値の最大化を目指す複合的なマネジメントの推進

ａ　長期ビジョンを達成するための利益水準の引き上げ

ＫＰＩ：営業利益率８％の実現

ｂ　資本効率向上を目的とした投資有価証券の縮減

ＫＰＩ：投資有価証券の純資産比率15％以下の実現

ｃ　正のエクイティ・スプレッドの拡大を目指す資本生産性の改善

ＫＰＩ：ＲＯＥ15％の実現

ｄ　積極的かつサステナブルな株主還元の実施

ＫＰＩ：累進的な配当を前提とした配当性向50％、ＤＯＥ7.5％、従業員持株会加入率60％の実現

※投資有価証券の売却益が発生した場合には、当該利益も含めたＥＰＳを基に株主還元を実施いたしま

す。

※「＜2026中期４ヵ年経営計画における対処すべき課題＞①ａ、ｂ及び②ｂ」のＫＰＩは当社単体の数値目標と

なります。
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（５）その他、会社の経営上重要な事項

該当事項はありません。

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財務

諸表を作成する方針であります。

なお、ＩＦＲＳ（国際財務報告基準）の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方

針であります。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※１ 8,996 ※１ 8,196

受取手形 420 25

電子記録債権 1,279 1,060

売掛金 8,599 8,561

完成工事未収入金 6,483 7,822

契約資産 1,585 1,591

未成工事支出金 605 872

原材料及び貯蔵品 17 18

未収入金 182 190

その他 503 504

貸倒引当金 △11 △3

流動資産合計 28,662 28,840

固定資産

有形固定資産

建物 ※１ 9,029 ※１ 10,058

減価償却累計額 △3,689 △3,946

建物（純額） ※１ 5,339 ※１ 6,111

機械及び装置 1,857 1,868

減価償却累計額 △1,050 △1,161

機械及び装置（純額） 807 706

土地 ※１ 5,587 ※１ 6,013

建設仮勘定 622 47

その他 1,788 1,852

減価償却累計額 △1,215 △1,309

その他（純額） 572 543

有形固定資産合計 12,929 13,422

無形固定資産

ソフトウエア 52 92

その他 20 22

無形固定資産合計 73 114

投資その他の資産

投資有価証券 6,094 9,967

繰延税金資産 454 393

その他 358 417

貸倒引当金 △5 △12

投資その他の資産合計 6,901 10,764

固定資産合計 19,905 24,301

資産合計 48,568 53,142

４．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 6,360 6,076

電子記録債務 2,778 1,587

短期借入金 550 550

１年内返済予定の長期借入金 699 650

未払金 696 377

未払費用 3,210 3,839

未払法人税等 999 999

契約負債 757 800

役員賞与引当金 41 61

受注損失引当金 7 2

その他 594 966

流動負債合計 16,696 15,913

固定負債

長期借入金 2,356 1,997

繰延税金負債 96 1,056

役員退職慰労引当金 116 157

執行役員退職慰労引当金 46 39

退職給付に係る負債 3,029 2,944

資産除去債務 67 68

その他 34 24

固定負債合計 5,747 6,287

負債合計 22,443 22,201

純資産の部

株主資本

資本金 1,139 1,139

資本剰余金 1,164 1,190

利益剰余金 20,761 22,797

自己株式 △742 △691

株主資本合計 22,323 24,436

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,367 6,018

為替換算調整勘定 126 110

退職給付に係る調整累計額 △11 66

その他の包括利益累計額合計 3,482 6,195

新株予約権 119 104

非支配株主持分 198 204

純資産合計 26,124 30,940

負債純資産合計 48,568 53,142
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（単位：百万円）

 前連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

 当連結会計年度
(自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日)

売上高 64,438 69,245

売上原価 ※１ 51,479 ※１ 54,333

売上総利益 12,958 14,912

販売費及び一般管理費

役員報酬 499 572

株式報酬費用 44 58

給料手当及び賞与 5,352 6,163

役員賞与引当金繰入額 41 61

退職給付費用 56 113

役員退職慰労引当金繰入額 36 41

執行役員退職慰労引当金繰入額 6 6

その他 2,729 3,136

販売費及び一般管理費合計 ※２ 8,767 ※２ 10,154

営業利益 4,191 4,758

営業外収益

受取利息 16 16

受取配当金 159 228

保険配当金 1 6

受取保険金 3 29

為替差益 6 85

その他 32 26

営業外収益合計 218 391

営業外費用

支払利息 25 35

資金調達費用 3 0

その他 7 5

営業外費用合計 36 40

経常利益 4,373 5,108

特別利益

固定資産売却益 ※３ 0 ※３ 1

投資有価証券売却益 4 30

特別利益合計 5 31

特別損失

固定資産売却損 ※４ 0 -

固定資産除却損 ※５ 16 ※５ 9

減損損失 ※６ 0 ※６ 1

関係会社出資金評価損 0 -

特別損失合計 17 10

税金等調整前当期純利益 4,361 5,129

法人税、住民税及び事業税 1,546 1,685

法人税等調整額 △295 △249

法人税等合計 1,250 1,436

当期純利益 3,110 3,693

非支配株主に帰属する当期純利益 8 △2

親会社株主に帰属する当期純利益 3,102 3,696

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）
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（単位：百万円）

 前連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

 当連結会計年度
(自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日)

当期純利益 3,110 3,693

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 69 2,651

為替換算調整勘定 93 △7

退職給付に係る調整額 107 77

その他の包括利益合計 ※１ 271 ※１ 2,721

包括利益 3,382 6,415

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 3,360 6,409

非支配株主に係る包括利益 21 5

（連結包括利益計算書）
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（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,139 1,163 19,176 △875 20,603

当期変動額

剰余金の配当 △1,514 △1,514

親会社株主に帰属する
当期純利益

3,102 3,102

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 0 133 134

その他 △2 △2

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 - 0 1,585 133 1,719

当期末残高 1,139 1,164 20,761 △742 22,323

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他
有価証券

評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る

調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 3,297 46 △118 3,225 205 177 24,212

当期変動額

剰余金の配当 △1,514

親会社株主に帰属する
当期純利益

3,102

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 134

その他 △2

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

69 79 107 257 △86 21 192

当期変動額合計 69 79 107 257 △86 21 1,912

当期末残高 3,367 126 △11 3,482 119 198 26,124

（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）
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（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,139 1,164 20,761 △742 22,323

当期変動額

剰余金の配当 △1,661 △1,661

親会社株主に帰属する
当期純利益

3,696 3,696

自己株式の取得 -

自己株式の処分 26 51 77

その他 -

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 - 26 2,035 51 2,112

当期末残高 1,139 1,190 22,797 △691 24,436

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他
有価証券

評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る

調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 3,367 126 △11 3,482 119 198 26,124

当期変動額

剰余金の配当 △1,661

親会社株主に帰属する
当期純利益

3,696

自己株式の取得 -

自己株式の処分 77

その他 -

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

2,651 △15 77 2,712 △14 5 2,703

当期変動額合計 2,651 △15 77 2,712 △14 5 4,816

当期末残高 6,018 110 66 6,195 104 204 30,940

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）
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（単位：百万円）

 前連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

 当連結会計年度
(自　2025年４月１日

　至　2026年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 4,361 5,129

減価償却費 475 635

減損損失 0 1

貸倒引当金の増減額（△は減少） 9 △1

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △20 19

受注損失引当金の増減額（△は減少） △78 △4

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 17 40

執行役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6 △7

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 7 27

受取利息及び受取配当金 △175 △244

支払利息 25 35

投資有価証券売却損益（△は益） △4 △30

株式報酬費用 44 58

関係会社出資金評価損 0 -

売上債権の増減額（△は増加） △525 △662

棚卸資産の増減額（△は増加） 83 △264

仕入債務の増減額（△は減少） 1,245 △1,488

その他の流動資産の増減額（△は増加） 203 △4

その他の流動負債の増減額（△は減少） 496 1,056

その他 8 △60

小計 6,180 4,235

利息及び配当金の受取額 175 244

利息の支払額 △27 △33

法人税等の支払額 △1,367 △1,689

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,961 2,757

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △3,317 △1,434

有形固定資産の売却による収入 0 1

無形固定資産の取得による支出 △22 △71

投資有価証券の取得による支出 △26 △27

投資有価証券の売却による収入 8 72

貸付けによる支出 △7 △13

貸付金の回収による収入 6 4

その他の支出 △260 △153

その他の収入 148 82

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,470 △1,541

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △320 -

長期借入れによる収入 2,800 310

長期借入金の返済による支出 △581 △718

配当金の支払額 △1,508 △1,654

その他 △11 △12

財務活動によるキャッシュ・フロー 378 △2,075

現金及び現金同等物に係る換算差額 30 14

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,899 △845

現金及び現金同等物の期首残高 6,242 8,141

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 8,141 ※１ 7,296

（４）連結キャッシュ・フロー計算書
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１　連結の範囲に関する事項

（１）連結子会社の数　12社

連結子会社の名称

日本空調システム株式会社

株式会社日本空調北陸

株式会社日本空調東北

日空ビジネスサービス株式会社

イーテック・ジャパン株式会社

蘇州日空山陽機電技術有限公司

上海日空山陽国際貿易有限公司

Evar Air-conditioning & Engineering Pte Ltd

NACS Singapore Pte. Ltd.

NACS KUCHO(THAILAND) CO., LTD.

NACS ENGINEERING VIETNAM CO., LTD.

NACS Engineering Myanmar Co., Ltd.

（２）非連結子会社の名称等

非連結子会社の名称

NACS BD Co., Ltd.

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等

は、連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から除外しております。

２　持分法の適用に関する事項

（１）持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

該当事項はありません。

（２）持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名称

NACS BD Co., Ltd.

持分法を適用しない理由

持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ重要性がな

いため持分法の適用範囲から除外しております。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、蘇州日空山陽機電技術有限公司、上海日空山陽国際貿易有限公司、Evar Air-

conditioning & Engineering Pte Ltd、NACS Singapore Pte. Ltd.、NACS KUCHO(THAILAND) CO., LTD.及びNACS 

ENGINEERING VIETNAM CO., LTD.の決算日は12月31日であり、連結財務諸表の作成にあたっては、同決算日現在

の財務諸表を使用しております。

ただし、１月１日から連結決算日３月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を

行っております。

なお、その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
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４　会計方針に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

①  有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用し

ております。

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。

②  棚卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

ａ  未成工事支出金

個別法を採用しております。

ｂ  原材料及び貯蔵品

最終仕入原価法を採用しております。

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①  有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法、在外連結子会社は定額法を採用しております。

ただし、当社及び国内連結子会社は、1998年４月１日以降取得の建物（建物附属設備及び構築物を除

く）並びに2016年４月１日以降取得の建物附属設備及び構築物、また、一部の機械及び装置については、

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物          ３年～50年

機械及び装置        17年

②  無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づいておりま

す。

③  リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④  長期前払費用

均等償却を採用しております。

（３）重要な引当金の計上基準

①  貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②  役員賞与引当金

役員に対する賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上しておりま

す。

③  受注損失引当金

受注案件の損失に備えるため、受注済案件のうち当連結会計年度末において、損失の発生する可能性が

高いと見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることが可能なものについては、翌連結会計年度以降に

発生が見込まれる損失額を引当計上しております。

④  役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額の全額を計上しております。

⑤  執行役員退職慰労引当金

執行役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額の全額を計上しております。
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（４）退職給付に係る会計処理の方法

①  退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。

②  数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14年）による定

額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（14年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しておりま

す。

③  未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理方法

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部における

その他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

④  連結子会社における簡便法の採用

国内連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、親会社の原則法に基づき計算した

退職給付債務の額と自己都合要支給額との比（比較指数）を求め期末時点の自己都合要支給額に当該比較

指数を乗じて算出した金額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

（５）重要な収益及び費用の計上基準

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足

する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

①　年間契約に基づく保守メンテナンスサービス及び維持管理業務は、一定の期間にわたり履行義務を充足

する取引であり、経過期間に応じて収益を認識しております。

②　個別契約によるスポットメンテナンスは、履行義務が一時点で充足される取引であり、顧客にサービス

が提供された時点で収益を認識しております。

③　工事契約による既設設備のリニューアル工事や新築設備工事などは、一定の期間にわたり履行義務を充

足する取引であり、履行義務の充足に係る進捗に基づく収益を認識しております。なお、履行義務の充

足に係る進捗率の見積りの方法は、主として見積総原価に対する発生原価の割合によっております。ま

た、少額かつごく短期の工事契約については、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しておりま

す。

（６）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。

なお、在外子会社等の資産、負債、収益及び費用は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しております。

（７）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

現金及び預金（定期預金） 30百万円 30百万円

建物 385百万円 408百万円

土地 807百万円 807百万円

計 1,222百万円 1,246百万円

前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

貸出コミットメントの総額 3,000百万円 3,000百万円

借入実行残高 - -

差引額 3,000百万円 3,000百万円

（連結貸借対照表に関する注記）

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

前連結会計年度及び当連結会計年度において、当該担保に係る債務はありません。

２　貸出コミットメント契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引金融機関４行と貸出コミットメント契約を締結しております。

この契約に基づく連結会計年度末の借入未実行残高は、次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

△30百万円 1百万円

　前連結会計年度
（自　2024年４月１日

　　至　2025年３月31日）

　当連結会計年度
（自　2025年４月１日

　　至　2026年３月31日）

　 21百万円 25百万円

前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

その他の有形固定資産

（車両運搬具）
0百万円 1百万円

その他の有形固定資産

（工具、器具及び備品）
- 0百万円

計 0百万円 1百万円

前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

その他の有形固定資産

（車両運搬具）
0百万円 -

（連結損益計算書に関する注記）

※１　売上原価に含まれている受注損失引当金繰入額は、次のとおりであります。

※２　販売費及び一般管理費に含まれている研究開発費の総額は、次のとおりであります。

※３　固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

※４　固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。
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前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

建物 13百万円 7百万円

その他の有形固定資産

（車両運搬具）
0百万円 0百万円

その他の有形固定資産

（工具、器具及び備品）
2百万円 1百万円

ソフトウエア - 0百万円

計 16百万円 9百万円

用途 場所 種類 金額

事業用資産

NACS KUCHO(THAILAND)

CO., LTD.

（Thailand Bangkok）

その他の有形固定資産

及びソフトウエア
0百万円

用途 場所 種類 金額

事業用資産

NACS KUCHO(THAILAND)

CO., LTD.

（Thailand Bangkok）

その他の有形固定資産

及びソフトウエア
1百万円

※５　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

※６  減損損失

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

前連結会計年度（自  2024年４月１日  至  2025年３月31日）

（経緯）

当該拠点については、継続的に営業損失を計上しており、将来の回収可能性を検討した結果、経済的残存使用年

数内での投資額の回収が見込まれないと判断したため、事業用資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失として特別損失に計上しております。

なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しております。

（グルーピングの方法）

事業用資産については拠点単位を基本として資産のグルーピングを行っており、また、遊休資産及び処分予定資

産については個々の物件単位でグルーピングを行っております。

当連結会計年度（自  2025年４月１日  至  2026年３月31日）

（経緯）

当該拠点については、継続的に営業損失を計上しており、将来の回収可能性を検討した結果、経済的残存使用年

数内での投資額の回収が見込まれないと判断したため、事業用資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失として特別損失に計上しております。

なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しております。

（グルーピングの方法）

事業用資産については拠点単位を基本として資産のグルーピングを行っており、また、遊休資産及び処分予定資

産については個々の物件単位でグルーピングを行っております。
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前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

その他有価証券評価差額金

当期発生額 174百万円 3,916百万円

組替調整額 △4百万円 △30百万円

法人税等及び税効果調整前 169百万円 3,886百万円

法人税等及び税効果額 △99百万円 △1,235百万円

その他有価証券評価差額金 69百万円 2,651百万円

為替換算調整勘定

当期発生額 93百万円 △7百万円

組替調整額 - -

法人税等及び税効果調整前 93百万円 △7百万円

法人税等及び税効果額 - -

為替換算調整勘定 93百万円 △7百万円

退職給付に係る調整額

当期発生額 113百万円 93百万円

組替調整額 41百万円 18百万円

法人税等及び税効果調整前 155百万円 112百万円

法人税等及び税効果額 △47百万円 △35百万円

退職給付に係る調整額 107百万円 77百万円

その他の包括利益合計 271百万円 2,721百万円

（連結包括利益計算書に関する注記）

※１　その他の包括利益に係る組替調整額並びに法人税等及び税効果額
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当連結会計年度期首

株式数

（株）

当連結会計年度

増加株式数

（株）

当連結会計年度

減少株式数

（株）

当連結会計年度末

株式数

（株）

発行済株式

普通株式 35,784,000 - - 35,784,000

合計 35,784,000 - - 35,784,000

自己株式

普通株式（注）１、２ 1,421,638 2,310 217,200 1,206,748

合計 1,421,638 2,310 217,200 1,206,748

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

ストック・オプション

としての新株予約権
- - - - - 119

合計 - - - - - 119

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2024年６月21日

定時株主総会
普通株式 824 24.00 2024年３月31日 2024年６月24日

2024年10月31日

取締役会
普通株式 689 20.00 2024年９月30日 2024年12月２日

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2025年６月25日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 864 25.00 2025年３月31日 2025年６月26日

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１　普通株式の自己株式の株式数の増加2,310株は、単元未満株式の買取り10株、譲渡制限付株式報酬制度に

よる自己株式の無償取得2,300株によるものであります。

２　普通株式の自己株式の株式数の減少217,200株は、ストック・オプションの行使170,800株、譲渡制限付株

式報酬としての自己株式の処分46,400株によるものであります。

２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

３　配当に関する事項

（１）配当金支払額

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
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当連結会計年度期首

株式数

（株）

当連結会計年度

増加株式数

（株）

当連結会計年度

減少株式数

（株）

当連結会計年度末

株式数

（株）

発行済株式

普通株式 35,784,000 - - 35,784,000

合計 35,784,000 - - 35,784,000

自己株式

普通株式（注） 1,206,748 - 83,000 1,123,748

合計 1,206,748 - 83,000 1,123,748

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

ストック・オプション

としての新株予約権
- - - - - 104

合計 - - - - - 104

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2025年６月25日

定時株主総会
普通株式 864 25.00 2025年３月31日 2025年６月26日

2025年10月31日

取締役会
普通株式 796 23.00 2025年９月30日 2025年12月１日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2026年６月25日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 1,074 31.00 2026年３月31日 2026年６月26日

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）　普通株式の自己株式の株式数の減少83,000株は、ストック・オプションの行使25,600株、譲渡制限付株式報

酬としての自己株式の処分57,400株によるものであります。

２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

３　配当に関する事項

（１）配当金支払額

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

次の剰余金の配当に関する事項は、2026年６月25日開催予定の定時株主総会の決議事項となっております。
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前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

現金及び預金 8,996百万円 8,196百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △854百万円 △899百万円

現金及び現金同等物 8,141百万円 7,296百万円

（連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（単位：百万円）

建物設備メンテナンス 建物設備工事 合計

外部顧客への売上高 39,830 24,608 64,438

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

報告セグメントの概要

当社グループは、国内各拠点及び海外において、建物設備のメンテナンス・維持管理、設備及び環境診断・評

価、ソリューション提案（省エネ・省コスト提案、環境改善提案）を行うメンテナンスサービスとそれらサービス

を提供する現場から派生するリニューアル工事を手がけ、建物設備のライフサイクルに合わせて、メンテナンスサ

ービスとリニューアル工事とを一体化した事業活動を展開しております。また、太陽光発電による売電事業を展開

しております。

なお、売電事業については重要性が乏しいことから、メンテナンスサービスとリニューアル工事とを一体化した

事業を単一の報告セグメントとし、記載を省略しております。

【関連情報】

前連結会計年度（自  2024年４月１日  至  2025年３月31日）

１  製品及びサービスごとの情報

（注）　売電事業に係る金額は重要性が乏しいため、「建物設備メンテナンス」の金額に含んでおります。

２  地域ごとの情報

（１）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

（２）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載はあり

ません。
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（単位：百万円）

建物設備メンテナンス 建物設備工事 合計

外部顧客への売上高 41,649 27,596 69,245

当連結会計年度（自  2025年４月１日  至  2026年３月31日）

１  製品及びサービスごとの情報

（注）　売電事業に係る金額は重要性が乏しいため、「建物設備メンテナンス」の金額に含んでおります。

２  地域ごとの情報

（１）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

（２）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載はあり

ません。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自  2024年４月１日  至  2025年３月31日）

当社グループは報告セグメントを一つとしておりますので、記載を省略しております。

当連結会計年度（自  2025年４月１日  至  2026年３月31日）

当社グループは報告セグメントを一つとしておりますので、記載を省略しております。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

１株当たり純資産額 746.33円 883.78円

１株当たり当期純利益 89.98円 106.79円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 89.11円 106.01円

前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益

（百万円）
3,102 3,696

普通株主に帰属しない金額（百万円） - -

普通株式に係る親会社株主に帰属する

当期純利益（百万円）
3,102 3,696

普通株式の期中平均株式数（株） 34,480,657 34,618,231

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益調整額

（百万円）
- -

普通株式増加数（株） 339,266 254,799

（うち新株予約権（株）） (339,266) (254,799)

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の

算定に含めなかった潜在株式の概要

-

前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 26,124 30,940

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
318 308

（うち新株予約権（百万円）） (119) (104)

（うち非支配株主持分（百万円）） (198) (204)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 25,806 30,631

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数（株）
34,577,252 34,660,252

（１株当たり情報の注記）

（注）１  １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

２  １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（重要な後発事象の注記）

該当事項はありません。
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（単位：百万円）

前事業年度
(2025年３月31日)

当事業年度
(2026年３月31日)

資産の部
流動資産

現金及び預金 4,807 3,079
受取手形 411 18
電子記録債権 1,097 1,045
売掛金 6,400 6,330
完成工事未収入金 4,805 5,581
契約資産 610 1,205
未成工事支出金 426 604
原材料及び貯蔵品 6 6
未収入金 258 321
その他 275 281
貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 19,099 18,474

固定資産

有形固定資産
建物 6,692 7,707

減価償却累計額 △2,972 △3,154

建物（純額） 3,719 4,552

機械及び装置 206 216
減価償却累計額 △101 △115

機械及び装置（純額） 104 100

車両運搬具 0 0
減価償却累計額 △0 △0

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 1,001 1,013
減価償却累計額 △677 △725

工具、器具及び備品（純額） 323 288

土地 4,699 4,791
リース資産 61 61

減価償却累計額 △27 △36

リース資産（純額） 34 25

建設仮勘定 612 0

有形固定資産合計 9,492 9,758

無形固定資産

ソフトウエア 34 69
電話加入権 12 12
その他 2 3

無形固定資産合計 49 85

投資その他の資産

投資有価証券 5,751 9,313
関係会社株式 1,486 1,486
出資金 0 0
関係会社出資金 36 36
従業員に対する長期貸付金 23 32
関係会社長期貸付金 808 934
長期前払費用 77 94
敷金及び保証金 99 102
その他 65 25
貸倒引当金 △481 △503

投資その他の資産合計 7,869 11,523

固定資産合計 17,411 21,367

資産合計 36,511 39,842

５．個別財務諸表及び主な注記

（１）貸借対照表
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（単位：百万円）

前事業年度
(2025年３月31日)

当事業年度
(2026年３月31日)

負債の部
流動負債

支払手形 44 -
電子記録債務 1,984 1,154
買掛金 2,588 2,345
工事未払金 1,825 1,708
関係会社短期借入金 1,050 1,050
１年内返済予定の長期借入金 499 499
リース債務 9 8
未払金 632 275
未払費用 2,650 3,195
未払法人税等 679 670
未払消費税等 296 435
契約負債 398 306
預り金 120 136
受注損失引当金 1 -

流動負債合計 12,782 11,786

固定負債

長期借入金 1,583 1,083
リース債務 27 20
退職給付引当金 2,073 2,087
資産除去債務 6 6
繰延税金負債 21 943
その他 0 0

固定負債合計 3,713 4,141

負債合計 16,495 15,927

純資産の部

株主資本
資本金 1,139 1,139
資本剰余金

資本準備金 362 362
その他資本剰余金 438 464

資本剰余金合計 801 827

利益剰余金

利益準備金 122 122
その他利益剰余金

研究開発積立金 200 200
固定資産圧縮積立金 94 94
別途積立金 5,858 5,858
繰越利益剰余金 9,230 10,612

利益剰余金合計 15,506 16,888

自己株式 △747 △696

株主資本合計 16,699 18,159

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3,196 5,650

評価・換算差額等合計 3,196 5,650

新株予約権 119 104

純資産合計 20,015 23,914

負債純資産合計 36,511 39,842
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（単位：百万円）

 前事業年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

 当事業年度
(自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日)

売上高

サービス売上高 30,292 31,636

完成工事高 14,817 16,142

売上高合計 45,110 47,779

売上原価

サービス売上原価 23,803 24,348

完成工事原価 12,026 12,793

売上原価合計 35,829 37,141

売上総利益

差引売上総利益 6,489 7,288

完成工事総利益 2,791 3,349

売上総利益合計 9,281 10,638

販売費及び一般管理費

役員報酬 230 267

株式報酬費用 44 58

給料手当及び賞与 4,376 4,997

退職給付費用 91 88

減価償却費 141 257

その他 1,766 1,932

販売費及び一般管理費合計 6,651 7,603

営業利益 2,629 3,034

営業外収益

受取利息 4 5

受取配当金 525 710

仕入割引 0 0

受取ロイヤリティー 40 58

保険配当金 - 4

受取保険金 0 28

受取手数料 13 13

為替差益 2 82

その他 10 12

営業外収益合計 597 916

営業外費用

支払利息 18 23

資金調達費用 3 0

貸倒引当金繰入額 87 14

その他 2 1

営業外費用合計 111 39

経常利益 3,115 3,911

特別利益

投資有価証券売却益 - 29

特別利益合計 - 29

特別損失

固定資産除却損 10 5

関係会社出資金評価損 0 -

特別損失合計 11 5

税引前当期純利益 3,104 3,935

法人税、住民税及び事業税 1,015 1,100

法人税等調整額 △288 △207

法人税等合計 726 892

当期純利益 2,377 3,043

（２）損益計算書
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（単位：百万円）

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 1,139 362 439 801

当期変動額

剰余金の配当

税率変更による
積立金の調整額

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分 △0 △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 - - △0 △0

当期末残高 1,139 362 438 801

株主資本

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計研究開発
積立金

固定資産
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 122 200 95 5,858 8,365 14,643

当期変動額

剰余金の配当 △1,514 △1,514

税率変更による
積立金の調整額

△1 1 -

当期純利益 2,377 2,377

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 - - △1 - 864 863

当期末残高 122 200 94 5,858 9,230 15,506

（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）
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（単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・
換算差額等合計

当期首残高 △882 15,702 3,187 3,187 205 19,095

当期変動額

剰余金の配当 △1,514 △1,514

税率変更による
積立金の調整額

- -

当期純利益 2,377 2,377

自己株式の取得 △0 △0 △0

自己株式の処分 134 134 134

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

9 9 △86 △76

当期変動額合計 134 997 9 9 △86 920

当期末残高 △747 16,699 3,196 3,196 119 20,015
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（単位：百万円）

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 1,139 362 438 801

当期変動額

剰余金の配当

税率変更による
積立金の調整額

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分 25 25

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 - - 25 25

当期末残高 1,139 362 464 827

株主資本

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計研究開発
積立金

固定資産
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 122 200 94 5,858 9,230 15,506

当期変動額

剰余金の配当 △1,661 △1,661

税率変更による
積立金の調整額

-

当期純利益 3,043 3,043

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 - - - - 1,382 1,382

当期末残高 122 200 94 5,858 10,612 16,888

当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）
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（単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・
換算差額等合計

当期首残高 △747 16,699 3,196 3,196 119 20,015

当期変動額

剰余金の配当 △1,661 △1,661

税率変更による
積立金の調整額

- -

当期純利益 3,043 3,043

自己株式の取得 - -

自己株式の処分 51 77 77

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

2,453 2,453 △14 2,439

当期変動額合計 51 1,459 2,453 2,453 △14 3,898

当期末残高 △696 18,159 5,650 5,650 104 23,914
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（４）個別財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（重要な後発事象の注記）

該当事項はありません。

６．その他

（１）役員の異動

該当事項はありません。

（２）その他

該当事項はありません。
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